
統 一 的 な 基 準 に よ る 財 務 書 類 ４ 表 の 概 要

現在の地方公共団体の現金主義会計制度は、その年度にどのような収
入があり、それをどのように使ったかといった現金の動き（フロー情報）が
分かりやすい反面、市が整備してきた資産や借入金などの負債といった
ストック情報や、行政サービス提供のために発生したコスト情報の不足と
いった弱点がありました。

企業会計に準じた発生主義による財務書類を作成することにより、これ
までの歳入・歳出面からの財政状況に加え、資産・負債のストック情報、
発生主義によるコストの情報、資金の流れ（キャッシュフロー）など、現金
主義会計によるこれまでの制度を補完する財務情報の提供と分析が可
能となります。

財務書類４表とは

統一的な基準による財務書類では、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の４表または３表（４表のうち「行政コスト計算書」と「純資産
変動計算書」を結合）の財務書類を作成し、財政状況を明らかにします。本市が採用する４表構成の相互関係は、下図のようになります。

市では一般会計等で行っている事業のほかにも、病院事業、水道事業、下水道事業や国民
健康保険事業などでも事業を行っています。また、こうした市自らが行う事業とは別に、公益
法人など関係団体を通じて行う事業もあります。

このように、一般会計等や特別会計のほか、本市と連携協力して行政サービスを実施してい
る関係団体や法人を含めて、ひとつの行政サービス実施主体をみなした財務書類（連結財務
書類）を作成し、資産と負債・純資産の状況、行政サービスを提供するためのコストと収益の
状況、資金収支の状況などを把握し、地方自治体の行政運営全般の財政の健全性確保など
を目指す必要があります。

なお、連結対象となる会計・団体・法人間で行われた繰出金や補助金などの取引高や出資
と資本の残高などを相殺消去します。

公会計の概要

収入

｜
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∥

現金増減額

＋

期首資金残高

∥

期末資金残高

資金収支計算書純資産変動計算書

期首純資産残高

｜

純行政コスト

＋
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固定資産等の変動

∥

期末純資産残高

純資産
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∥
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貸借対照表 行政コスト計算書
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預金)

負債

＋

一般会計と連結団体との関係

別紙
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令 和 ５ 年 度 守 山 市 財 務 書 類 の 概 要(一般会計等(1)）

貸借対照表

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。

「貸借対照表」とは、市民サービスを提供するために保有している資産と、その資産をどのような財源で賄ってきたかを一覧できる表のことです。

表の左側（借方）は、「資産」で、どのような資産を保有しているのかを表示しています。表の右側（貸方）は、「負債・純資産」で、資産形成のためにど
のような資金を活用・調達したのかを表示しています。

資産は、令和５年

度末時点で保有

している、財産を

示しています。

学校等公共施

設・道路等の固

定資産や現金預

金等流動資産等

があります。

現金預金のうち、

歳入歳出外現金

残高（3.2億）を

差し引いた額

8.1億円が資金

収支計算書の期

末資金残高と一

致します。

資産額と負債額の

差が純資産額となり、

現世代がすでに負

担し、支払が済んで

いる額を示していま

す。

純資産変動計算

書の期末残高と合

致します。

負債は、有形固定

資産整備のために

発行した起債の返

済等将来世代が今

後負担していく額に

なります。

単位：億円

R５ R４ 増減 R５ R４ 増減

1,361.0 1,339.9 21.1 370.4 369.3 1.1

　 （学校等事業用資産、道路等インフラ （地方債、退職手当積立金等）

　　　資産、物品） 34.7 32.0 2.7

3.6 1.4 2.2 （１年以内償還予定地方債、

（ソフトウェア等） 　賞与等引当金）

134.3 144 △ 9.7 405.1 401.3 3.8

（長期貸付金、特定目的基金　等）

37.8 49.8 △ 12.0 1,131.6 1,133.8 △ 2.2

（現金預金、未収金、財政調整基金等）

　（うち現金預金） (11.3) (19.1) (△ 7.8)

1,536.7 1,535.1 1.6 1,536.7 1,535.1 1.6

借方

無形固定資産

科目

資産

有形固定資産

貸方

投資その他資産

流動資産

純資産

負債

純資産

流動負債

負債合計

科目

固定負債

　

　資 産 合 計 負債及び純資産合計
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令和 ５ 年 度 守 山 市 財 務 書 類 の 概 要(一般会計等(2))

行政コスト計算書

「行政コスト計算書」とは、企業会計の「損益計算書」にあたり、費用・収益の取引高、
すなわち行政サービスを提供するためにどのくらいのコストがかかっているのかを明
らかにするものです。コストを正しく把握するため、人件費、物件費、社会保障給付な
どの現金の支出だけでなく、減価償却費や退職手当引当金繰入等などの非現金支
出を含めて行政サービスにかかる総コストとして計上していることが特徴です。

また、経常収益については、「使用料及び手数料」、「その他（使用料及び手数料以
外の経常的な収益）」が計上され、その他の地方税や国・県補助金などは、純資産変
動計算書に計上されます。これは、行政コスト計算書においては、行政コスト合計か
ら直接の受益者負担を除くことで、地方税や地方交付税、補助金で賄うべきコストが
どれだけかを把握する、という考え方に基づくものです。

期末残高が、貸借対照表の純資産と

一致します。

施設使用料等市民が

直接負担した収入額

を示しています。

純行政コストは、費用と

収入の差額であり、市

税等で賄う必要のある

額が示されます。

資金収支計算書とは、資金である歳計現金の出入りの情報を、性質の異なる３つの区分に分けて
表示した財務書類です。３つの区分とは、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支です。この
表から、本市がどのような活動に資金を必要とし、それをどのように賄ったかが分かります。

業務活動収支 市の経常的な活動による

収支

投資活動収支 市の資産形成活動による

収支

財務活動収支 地方債発行、償還による

期末資金残高（8.1億）に歳入歳出外現

金残高（3.2億）を加えた額が、貸借対

照表の現金残高と一致します。

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。

単位：億円

R５ R４ 増減

58.9 56.3 2.6

113.0 100.9 12.1

6.5 4.1 2.4

135.5 129.6 5.9

7 0 7.0

320.9 290.9 30.0

17.7 15.4 2.3

1.2 33.9 △ 32.7

18.9 49.3 △ 30.4

302.0 241.6 60.4

　退職給付引当金繰入等）

　(職員給与費、

科目

純行政コスト

使用料・手数料等

資産売却益等

小計（Ｂ）

収支差額（純行政コスト（Ａ-Ｂ））

　（損失補填等引当金繰入額等）

物件費等

経常収益・臨時収益

経常費用・臨時損失

人件費

　減価償却費等）

小計（Ａ）

その他業務費用

　（補助金、社会保障給付等）

　(光熱水費、委託料、

　（地方債利子等）

臨時損失

移転費用

「純資産変動計算書」とは、貸借対照表の純資産に計上されている各数値が、１年間でどのよう
に変動したかを表している計算書です。純資産は、資産の形成において、今までの世代が負担し
てきた部分を表しますので、１年間で、今までの世代が負担してきた部分が増えたのか減ったのか
がわかることになります。

単位：億円

R５ R４ 増減

15.9 10.4 5.5

16.6 46.3 △ 29.7

△ 25.9 △ 61.8 35.9

1.5 21.0 △ 19.5

5.5 5.5 0.0

8.1 15.9 △ 7.8

期首資金残高

期末資金残高

（期末歳計外現金残高：3.2億円　期末現金預金残高：11.3億円）

当期収支

 業務活動収支

 投資活動収支

 財務活動収支

純資産変動計算書

単位：億円

R５ R４ 増減

1,133.8 1,078.4 55.4

△ 302.0 △ 241.6 △ 60.4

300.0 297.6 2.4

△ 0.2 △ 0.6 0.4

△ 2.2 55.4 △ 57.6

1,131.6 1,133.8 △ 2.2

当期変動高

期末純資産残高

期首純資産残高

 純行政コスト

 財源（国県補助金、税収等）

 無償所管換等

資金収支計算書
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令和 ５ 年度 守 山 市 財 務 書 類 の 概 要（ 連 結 ）

連結貸借対照表

連結対象の各会計・団体・法人を１つの行政サービス実施主体とみなし、守山市全体の資産
や負債のストック情報を網羅した財務書類が連結貸借対照表です。

資金収支計算書

連結グループの１年間の収支の実態を表
すのが連結資金収支計算書です。

行政コスト計算書

国民健康保険や介護保険など、市が行う福祉目的事
業の中には特別会計で行われるものが多いため、移転
費用の割合が高くなっています。また、経常収益が大き
くなっているのは企業会計や特別会計が原則受益者の
負担でまかなわれるべきものだからです。

純資産変動計算書

連結での市の純資産（正味の資産）が期間中にど
のように増減したかを示します。

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。

湖南広域行政組合
守山野洲行政事務組合
滋賀県後期高齢者医療広域連合
滋賀県市町村職員研修センター
守山市土地開発公社
(公財)守山市文化体育振興事業団
(一財)守山野洲市民交流プラザ
(一財)守山野洲勤労福祉サービスセンター

連結の範囲

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療事業特別会

介護保険特別会計

一般会計
土地取得特別会計
育英奨学事業特別会計

連結団体

全体会計

一般会計等

★　市民１人あたりの資産は、 240万 3千円 (前年度　239万9千円）

★　市民１人あたりの負債は、 89万 0千円 （前年度　87万6千円）

★　市民１人あたりの純行政コストは、 57万 9千円 （前年度　49万3千円）

※ 令和6年3月末時点の人口（85,731人）に基づき計算しています

単位：億円

R４ R３ 増減

69.2 69.6 △ 0.4

131.2 127.9 3.3

11.5 10.9 0.6

289.6 299.2 △ 9.6

0.5 2.1 △ 1.6

502.0 509.7 -7.7

47.5 48.9 △ 1.4

33.5 2.0 31.5

81.0 50.9 30.1

421.0 458.8 △ 37.8

人件費

　(職員給与費、

　退職給付引当金繰入等）

物件費等

　(光熱水費、委託料、

　減価償却費等）

その他業務費用

科目

　（補助金、社会保障給付等）

臨時損失

　（投資損失引当金繰入額等）

小計（Ａ）

経常収益・臨時収益

使用料・手数料等

資産売却益等

小計（Ｂ）

収支差額（純行政コスト（Ａ-Ｂ））

純行政コスト

移転費用

経常費用・臨時損失

　（地方債利子等）

単位：億円

R４ R３ 増減 R４ R３ 増減

1,789.2 1,758.7 30.5 677.0 668.2 8.8

　（学校等事業用資産、道路等インフラ （地方債、退職手当積立金等）

　　　資産、物品） 77.2 79.0 △ 1.8

25.4 25.7 △ 0.3 （１年以内償還予定地方債、

（ソフトウェア等） 　賞与等引当金）

124.0 93.8 30.2 754.2 747.2 7.0

（長期貸付金、特定目的基金　等）

121.2 113.6 7.6 1,305.6 1,244.6 61.0

（現金預金、未収金、財政調整基金等）

　（うち現金預金） (41.8) (39.2) 2.6

2,059.8 1,991.8 68.0 2,059.8 1,991.8 68.0　資　産　合　計 負債及び純資産合計

投資その他資産 負債合計

純資産

流動資産 純資産

　

負債

有形固定資産

借方 貸方

科目 科目

固定負債

資産

流動負債

無形固定資産

単位：億円

R４ R３ 増減

69.2 69.6 △ 0.4

131.5 127.9 3.6

11.5 10.9 0.6

289.6 299.2 △ 9.6

0.5 2.1 △ 1.6

502.3 509.7 -7.4

47.5 48.9 △ 1.4

33.5 2.0 31.5

81.0 50.9 30.1

421.3 458.8 △ 37.5

人件費

　(職員給与費、

　退職給付引当金繰入等）

物件費等

　(光熱水費、委託料、

　減価償却費等）

その他業務費用

科目

　（補助金、社会保障給付等）

臨時損失

　（投資損失引当金繰入額等）

小計（Ａ）

経常収益・臨時収益

使用料・手数料等

資産売却益等

小計（Ｂ）

収支差額（純行政コスト（Ａ-Ｂ））

純行政コスト

移転費用

経常費用・臨時損失

　（地方債利子等）

単位：億円

R５ R４ 増減 R５ R４ 増減

1,804.2 1,786.0 18.2 677.9 676.7 1.2

　（学校等事業用資産、道路等インフラ （地方債、退職手当積立金等）

　　　資産、物品） 85.5 74.0 11.5

27.5 25.4 2.1 （１年以内償還予定地方債、

（ソフトウェア等） 　賞与等引当金）

111.5 124.0 △ 12.5 763.4 750.7 12.7

（長期貸付金、特定目的基金　等）

117.2 120.3 △ 3.1 1,297.0 1,305.0 △ 8.0

（現金預金、未収金、財政調整基金等）

　（うち現金預金） (42.3) (40.5) 1.8

2,060.4 2,055.7 4.7 2,060.4 2,055.7 4.7　資　産　合　計 負債及び純資産合計

投資その他資産 負債合計

純資産

流動資産 純資産

　

負債

有形固定資産

借方 貸方

科目 科目

固定負債

資産

流動負債

無形固定資産

単位：億円

R５ R４ 増減

72.6 69.5 3.1

149.4 134 15.4

15.4 11.5 3.9

304.7 289.6 15.1

7 4 3.0

549.1 508.6 40.5

51.1 52.3 △ 1.2

1.5 33.8 △ 32.3

52.6 86.1 △ 33.5

496.5 422.5 74.0

移転費用

経常費用・臨時損失

　（地方債利子等）

　（補助金、社会保障給付等）

臨時損失

　（投資損失引当金繰入額等）

小計（Ａ）

経常収益・臨時収益

使用料・手数料等

資産売却益等

小計（Ｂ）

収支差額（純行政コスト（Ａ-Ｂ））

純行政コスト

人件費

　(職員給与費、

　退職給付引当金繰入等）

物件費等

　(光熱水費、委託料、

　減価償却費等）

その他業務費用

科目

単位：億円

R５ R４ 増減

37.3 35.7 1.6

37.6 57.0 △ 19.4

△ 29.0 △ 63.9 34.9

△ 7.0 8.5 △ 15.5

1.7 1.6 0.1

その他 0.0 0.0 0.0

39.0 37.3 1.7

期首資金残高

 業務活動収支

 投資活動収支

 財務活動収支

当期収支

期末資金残高

（期末歳計外現金残高：3.3億円　期末現金預金残高：42.3億円）

単位：億円

R５ R４ 増減

1,305.0 1,244.6 60.4

△ 496.5 △ 422.5 △ 74.0

493.1 480.5 12.6

△ 4.6 2.4 △ 7.0

△ 8.0 60.4 △ 68.4

1,297.0 1,305.0 △ 8.0期末純資産残高

当期変動高

期首純資産残高

 純行政コスト

 財源（国庫補助金、税収等）

 無償所管換等

4



令 和 ５ 年 度 財 務 書 類 に 基 づ く 財 政 分 析 ( １ )

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合の変動を意味します。例えば、純資産
の増加は、現世代が将来世代でも利用可能であった資源を蓄積したことを意味するため、この比率
が高いほど、将来世代の負担が少なく、財政状況が健全であるといえます。ただし、世代間負担の
公平性を図るためには、現世代が過度に負担することも適当ではないため、そのバランスが重要で
す。

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、資産の形成に何年分の歳入が充当された
かを見ることができます。

一般的に、この比率が高いほど社会資本の整備が進んでいるといわれていますが、資産の維
持管理に多額の経費が必要となります。一般会計等の歳入総額対資産比率は4.0年となり、本市
はR4は県内平均よりやや高くなっています。連結においては、3.1年となっています。

有形固定資産の行政目的別割合

貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的割合を見ることにより行政分野ごとの公共資
産形成の比重を把握することができます。

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。

※県内平均は、一般会計等における県内各市の令和４年度決算の平均値を採用しています。

純資産比率 （単位：億円）

R5 R４ R5 R４

純資産　 1,131.6 1,133.8 1,297.0 1,305.1
資産合計 1,536.6 1,535.1 2,060.4 2,055.7
純資産比率 73.6% 73.9% 62.9% 63.5%

一般会計等 連結

歳入額対資産比率

有形固定資産のうち、償却資産（建物、工作物等）について、法定耐用年数に対して資産の取得
からどの程度年数が経過しているかを表しており、この比率が高いほど施設の老朽化が進んでい
ると言えます。

歳入額対資産比率 （単位：億円）

R5 R４ R３ R5 R４ R３

資産合計 1,536.7 1,535.1 1,458.7 2,060.4 2,055.7 1,991.8

歳入総額 382.4 417.5 372.7 658.4 691.5 635.4

歳入額対資産比率 4.0 年 3.7 年 3.9 年 3.1 年 3.0 年 3.1 年

一般会計等 連結

資産老朽化比率

資産

形成度①

資産

形成度②

資産

形成度③

減価償却累計額

償却資産の取得（再調達）価額

本市は県内平均と比較し、
やや比率が低い傾向にあり
ます。

歳入総額

資産合計

資産合計

住民人口（住民基本台帳人口）

純資産比率
世代間

公平性①

純資産

資産合計

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要となる負債による調達割合（公共
資産等形成充当負債の割合）を算出し、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握するこ
とができます。

社会資本等形成の将来世代負担比率 （単位：億円）

R5 R4 R5 R4

有形・無形固定資産合計 1,364.6 1,341.3 1,811.3 1,811.3

地方債残高 358.7 355.4 546.5 551.3
社会資本等形成の将来世代負担比率 26.3% 26.5% 30.2% 30.4%

一般会計等 連結

社会資本等形成の世代間負担比率
世代間

公平性②
地方債残高

有形・無形固定資産合計

R4県内平均
（一般会計等）

59.2％※甲賀市除く

R4県内平均
（一般会計等）

3.4年

一般会計等では、本市は県内平均と比較し、比率が高くなっており、健全な財政状況を維持できて
いると考えられます。連結においては、下水道事業や病院事業において、公共資産現在高に対して
地方債残高の割合が高く、一般会計等と比べ比率は低い傾向にあります。

R4県内平均
（一般会計等）

68.5％

R4県内平均
（一般会計等）

33.8％

一般会計等では、本市は県内平均と比較し、比率が低くなっており、健全な財政状況を維持で
きていると考えられます。連結では、一般会計等より高い傾向にあります。

有形固定資産の行政目的別割合 （単位：億円）

613.7 45.1% 611.4 45.6%

420.1 30.9% 421.3 31.4%

38.3 2.8% 36.0 2.7%

124.1 9.1% 129.3 9.6%

17.2 1.2% 23.2 1.7%

14.4 1.1% 11.9 0.9%

133.2 9.8% 106.9 8.0%

1,361.0 100.0% 1,339.9 100.0%

産業振興

年度

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

一般会計等

R５ R４

消防

総務

有形固定資産合計

R３ R４ R５

有形固定資産減価償却

率
54.3% 55.8% 53.5%

52.0%
54.0%
56.0%

有形固定資産減価償却率

「生活インフラ・国土保全」の
割合が45.1%と高く、次いで「教
育」の割合が30.9％となってお
り、本市は県内平均と比較し、
道路や公園などのインフラ整
備や小中学校や幼稚園などの
整備に重点を置いてきたことが
わかります。

R4県内平均（一般会計等）

生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全42.4％

教育31.0％
※公表を行っている市（大津市・長浜市・近江

八幡市・草津市・ 本市・東近江市）の平均
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行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益
の経常費用に対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。この
比率が高いほど、受益者の負担割合が高いことを表しています。

一般会計等の受益者負担比率は、本市の場合、県内平均と比較し、やや比率が高い傾向にあ
ります。一般会計等より連結のほうが受益者負担比率が高いのは、連結対象会計である公営企
業会計や国民健康保険などの保険事業会計が、主にその収益や保険料をもって事業を行ってい
るものであることによります。

受益者負担比率

基礎的財政収支（プライマリーバランス）とは、資金収支計算書の業務活動収支（支払利息支出を除く）お

よび投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）の合算額を算出することにより、地方債等

の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた収入のバランスを示す指標です。

このバランスが均衡している場合には、持続可能な財政運営が実現できているといえるものです。

令 和 ５ 年 度 財 務 書 類 に 基 づ く 財 政 分 析 ( 2 )

受益者負担比率 （単位：億円）

R5 R４ R３ R5 R４ R３

経常収益 17.7 15.4 12.6 51.1 52.3 48.9

経常費用 313.9 290.8 294.8 542.2 504.6 507.7

受益者負担比率 5.6% 5.3% 4.3% 9.4% 10.4% 9.6%

一般会計等 連結

自立性
経常費用

経常収益

プライマリーバランス
持続

可能性 ②

業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支

(基金積立金支出及び基金取崩収入を除く)

貸借対照表の負債を住民一人当たりに換算するといくらになるのかを表しています。本市

は県内平均と比較すると、住民一人あたりの負債は、やや少ない傾向にあります。

住民一人あたり負債額
持続

可能性①

行政コスト計算書の純経常行政コストを住民一人当たりに換算するといくらになるのかを表していま

す。 本市は県内平均と比較すると、住民一人あたりの行政コストは、少なくなっており、効率的な財政

運営を維持できているものと考えられます。

住民一人あたり行政コスト効率性
純経常行政コスト

住民人口（住民基本台帳人口）

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。

※県内平均は、一般会計等における県内各市の令和４年度決算の平均値を採用しています。

R4県内平均
（一般会計等）

4.4％

令和４年度は新庁舎整備等により投
資活動支出は増加したものの、守山
駅東口企業誘致に伴う土地売払収入
の大幅増や地方税収入の増等により
賄うことができたたため、プラスとなっ
ています。

なお、令和５年度は、令和４年度の
大幅増の原因となった守山駅東口企
業誘致に伴う土地売払収入の皆減に
よる投資活動収入の減と、物件費等
の増加による業務活動収支の減によ
り、マイナスとなっています。

R4県内平均
（一般会計等）

3.1億円
※甲賀市・湖南市除く

R4県内平均
（一般会計等）

51.8万円

R4県内平均
（一般会計等）

39.5万円

R2 R3 R4 R5

基礎的財政収支 △ 52.3 △ 6.0 20.2 △ 23.7

△ 100.0

△ 80.0

△ 60.0

△ 40.0

△ 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

R３ R４ R５

純経常行政コスト

(単位：億円）
282.2 275.5 296.2

住民一人あたり行政コスト

（単位：万円）
33.2 32.2 34.6

0.0
5.0
10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
40.0
45.0
50.0

0.0
50.0

100.0
150.0
200.0
250.0
300.0
350.0
400.0

住民人口（住民基本台帳人口）

負債合計

貸借対照表の資産を住民一
人当たりに換算するといくらに
なるのかを表しています。本市
は県内平均と比較すると、住民
一人あたりの資産は、多い傾
向にあります。

住民一人あたり資産額
資産合計

住民人口（住民基本台帳人口）

R4県内平均
（一般会計等）

171.7万円

資産

形成度

単位：億円

R３ R４ R５

資産合計（単位：億円） 1,458.7 1,535.1 1,536.7

住民一人あたり資産額

（単位：万円）
171.4 179.2 179.2

0.0
20.0
40.0
60.0
80.0
100.0
120.0
140.0
160.0
180.0
200.0

0.0
200.0
400.0
600.0
800.0

1,000.0
1,200.0
1,400.0
1,600.0
1,800.0

R３ R４ R５

負債合計(単位：億円） 380.3 401.3 405.1

住民一人あたり負債額

（単位：万円）
44.7 46.8 47.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0
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【参考資料】滋賀県内市町の財務書類

◎　「住民１人当たり」とした財務書類の項目（主なもの）

単位：人、千円

行政ｺｽﾄ
計算書

行政ｺｽﾄ
計算書

負債/
資産

負債/
資産

（％） （％）

守山市（R５） 85,731 1,792 473 26.4 346 2,403 890 37.0 579

守山市（R４） 85,675 1,792 468 26.1 322 2,399 876 36.5 493

大津市 343,839 1,718 447 26.0 339 2,412 615 25.5 621

彦根市 111,493 1,477 553 37.4 373 2,424 1,301 53.7 641

長浜市 114,524 2,385 442 18.5 457 3,540 1,326 37.5 785

近江八幡市 81,669 1,771 334 18.9 391 2,572 978 38.0 668

草津市 137,702 1,617 346 21.4 346 2,267 740 32.6 561

栗東市 70,440 1,464 567 38.7 317 2,045 1,001 48.9 518

甲賀市 88,865 1,985 607 30.6 446 3,297 1,517 46.0 724

野洲市 50,614 1,385 576 41.6 382 2,306 1,134 49.2 668

湖南市 54,393 1,034 484 46.8 348 1,736 1,052 60.6 511

高島市 46,228 2,393 644 26.9 526 3,587 1,637 45.6 916

東近江市 112,349 1,633 494 30.3 390 2,442 1,037 42.5 660

米原市 37,593 1,663 775 46.6 494 3,144 1,938 61.6 823

R４
都市平均

102,722 1,717 518 30.2 395 2,629 1,166 44.3 661

　　　　※都市平均は令和４年度指標で作成

住民
１人
資産

住民
１人
負債

住民
１人

純行政
コスト

市町名

住民基本
台帳人口
及び外国
人人口

一般会計等 連結

貸借対照表 貸借対照表

住民
１人
資産

住民
１人
負債

住民
１人

純行政
コスト

令和４年度県内都市指標
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住民１人当たり資産 一般会計等 連結単位：千円
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住民１人当たり負債単位：千円 一般会計等 連結
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負債／資産単位：％

③

連結一般会計等
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住民１人当たり純行政コスト単位：千円
一般会計等

③ ①② ⑦⑤⑤ ④ ⑧⑨ ⑩⑪ ⑫ ⑬

② ①④③⑤⑥ ⑦⑧⑨⑪ ⑩ ⑫⑬

① ②④⑤ ⑥⑦ ⑧⑧⑩ ⑪⑫⑬

②⑥⑦ ③ ⑤⑧ ⑨⑩ ⑫⑩⑬

各市下の数字は、一般会計等における県内市の順位を表しています

①④

連結
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